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令和８年度 
農地等利用最適化推進施策に関する意見 

 
 

貴職におかれましては、ますます御健勝のこととお喜び申し
上げます。 

また、日頃から農業委員会活動に格別の御理解、御協力をい
ただき、深く感謝申し上げます。 

農業を取り巻く環境は依然として、農業者の高齢化や担い手
不足、遊休農地の増加、不安定な米価、肥料や燃料などの物価
高騰による生産コストの増大など、非常に厳しい状況が続いて
おります。 

農業委員会では、農業委員会の最も重要な業務に位置付けら
れている「農地等の利用の最適化の推進」に向け、農業委員及
び農地利用最適化推進委員が連携し、活動しております。 

しかしながら、農地等の利用の最適化を効率的かつ効果的に
実施するため、農地等利用最適化推進施策を企画立案し、実施
する関係行政機関等の全面的な協力が不可欠であることから、
令和８年度の施策展開及び所要の予算措置に、特段の御配慮を
賜りますよう、農業委員会等に関する法律第３８条第１項の規
定に基づき、ここに意見を提出いたします。 
 
 
 
 

令和７年９月２２日 
 
  さいたま市長 

清 水 勇 人 様 
 

さいたま市農業委員会 
会長 西 形 知 行 
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令和８年度 
農地等利用最適化推進施策に関する意見 

 
 

１ 担い手への農地利用の集積・集約化について 
（１）地域農業の実情を考慮して、効率的な農業経営が営めるよう、基

盤整備による農地の大区画化や道路・用排水路等の農業環境の整備

をより一層進めること。 

 

（２）担い手の発掘・確保について、ＪＡと連携を図るとともに、農業

経営の支援として、農業用機械及び農業用施設の購入経費を補助す

る認定農業者支援対策事業を拡充すること。 

 

（３）農業法人に対して、更なる助成金の拡充等を国に強く働きかける

こと。 

 

２ 遊休農地の発生防止・解消について 
（１）遊休農地解消を支援するため、農地への回復に係る費用負担に対

する補助制度や多面的機能支払交付金制度の拡充などを引き続き

実施すること。 

 

（２）高齢化により農業を継続できなくなった農家や農地を相続した土

地持ち非農家のサポート体制を強化するため、ＪＡや地域の自治会
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と連携し相談窓口の設置や個別相談会を開催すること。 

 

（３）遊休化した農地や借り手の決まっていない農地について、利用意

向調査の結果、農地中間管理機構への貸し付けを希望した農地につ

いて中間管理権の設定が行われるよう関係機関へ引き続き働きか

けること。 
 
 

３ 新規参入の促進について 
（１）新規就農者に必要な農業用機械・施設・作業場などの調達を支援

するため、共同利用、リース、譲渡がしやすい仕組みの更なる充実

を図るとともに、その適切な利用方法について周知をすること。ま

た、調達の費用負担に係る補助制度を強化すること。加えて、就農

地がスムーズに見つかるよう、さいたま市農地マッチング制度をよ

り一層ＰＲすること。 

 

（２）新規就農を希望する人に対し、自立可能なモデルケースの提示及

び相談窓口の設置や支援・補助制度の積極的なＰＲを行うこと。併

せて、ワンストップ就農相談窓口を知らない方が多いため、多くの

相談希望者が集まるよう、更なる周知を図ること。また、学校等の

教育現場で農業体験を交えて、農業の大切さを広く周知して将来の

担い手の育成を図ること。 

 

（３）農業後継者や新規就農者が安定した農業経営を図れるよう、市や
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ＪＡが連携して経営を含む実践的な技術指導や研修制度並びに販

路の確保をより一層支援すること。また、新規就農者の育成に貢献

している研修先の指導農家には特に手厚い支援策を講じること。 

 

（４）会社等を退職され第二の人生を歩む年配者を対象に農業への新規

参入を促すような施策等を展開すること。 

 
 

４ 見沼田圃に係る要望 
（１）見沼田圃は、台風等の降雨時に市街地への冠水を防止するため、

遊水機能を有しているが、その大半は個人所有の財産であることか

ら、遊水機能を個人の財産に依存するのではなく、河川改修や調節

池を早期に整備すること。 

 

（２）公有地として埼玉県が買取りを行うには一定の条件が必要となる

が、近年での買取り実績はほとんど無く、公有地化が進んでいない

状況であることから、荒廃農地化の抑制や個人の財産に依存しない

遊水機能を確保するための取組として、公有地化を積極的に推進す

ること。 

 

（３）見沼田圃は全体で約１，２６０ヘクタールの大規模な緑地等の空

間で、貴重な緑地空間として保全すべきものであるが、道路を隔て

て市街化区域となる縁辺部においては、宅地化が進み、遊水機能を
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有していない地域もあり、合理的な土地活用が必要なことから、緑

地等を保全すべき場所と宅地化して遊水機能を有していない地域

を改めて見直し、見沼田圃区域の再編成について県と協議すること。 

 

（４） 「見沼田圃の土地利用の基準の取扱い要綱」では、「農地」、「公

園」、「緑地」等の土地利用に制限があり、農家の高齢化や後継者不

足とともに、近隣の市街化を踏まえ、土地利用の見直しを望む土地

所有者が増加していることから、縁辺部に存する第 2 種農地及び第

3 種農地のうち、遊水機能を有していないと認識できる農地は例外

的に農地転用を認めることについて県に働きかけること。 
 
 

5 その他について 
（１）地域の米や野菜を学校給食に積極的に取り入れ、地産地消の推進

をするだけでなく、学校教育で農業体験を実施し、農業に対する理

解を深める機会を充実させること。 

 

（２）農業用資材、肥料、燃料等の価格が高騰しているため、農産品の

生産コストを減らす補助制度の充実を図ること。 

 

（３）農産物の品質低下や収量の減少につながっているカメムシ等の病

害虫防除に伴う薬剤散布費用の補助制度の充実を図ること。 

 

（４）農地が広がる地域において、ラジコン飛行機やドローンの飛行が
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散見され、乗用のヘリコプターまでが着陸している。墜落や人への

接触等の恐れがあるとともに、農作業する農家にとっても非常に危

険な状況であるため、注意看板の設置や規制等の検討をすること。 


